
所
得
税
の
確
定
申
告

作
成
・
相
談
の
特
設
会
場
は 

イ
オ
ン
ホ
ー
ル

　

所
得
税
の
確
定
申
告
の
受
け
付
け

が
、
2
月
18
日（
月
）か
ら
3
月
17
日

（
月
）ま
で
行
わ
れ
ま
す（
土
・
日
曜
日

を
除
く
。
た
だ
し
、
2
月
24
日（
日
）と

3
月
2
日（
日
）は
受
け
付
け
ま
す
）。

　

成
田
税
務
署
で
は「
確
定
申
告
書
作

成
・
相
談
会
場
」を
イ
オ
ン
モ
ー
ル
成

田
2
階
の
イ
オ
ン
ホ
ー
ル
に
設
置
し
ま

す（
3
月
17
日
ま
で
）。

　

昨
年
ま
で
と
は
会
場
が
変
更
に
な
っ

て
い
ま
す
の
で
、
間
違
え
な
い
よ
う
ご

注
意
く
だ
さ
い
。

　

受
付
時
間
は
午
前
9
時
か
ら
午
後
5

時
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
期
間
は
、
成
田
税
務
署
内
で
は

確
定
申
告
書
の
作
成
相
談
は
行
い
ま
せ

ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

確
定
申
告
書
の
提
出
・
納
期
限

・
所
得
税
・
贈
与
税　

3
月
17
日（
月
）

・
個
人
消
費
税　

3
月
31
日（
月
）

　

申
告
会
場
は
、
3
月
に
な
る
と
大
変

込
み
合
い
ま
す
。早
め
に
準
備
を
し
て
、

な
る
べ
く
2
月
中
に
申
告
し
ま
し
ょ

う
。

国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で 

申
告
書
な
ど
の
作
成
が
で
き
ま
す

　

所
得
税
の
確
定
申
告
書
は
国
税
庁

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の「
確
定
申
告
書
等
作

成
コ
ー
ナ
ー
」で
作
成
し
、
プ
リ
ン
ト

ア
ウ
ト
し
て
そ
の
ま
ま
提
出
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら 

カ
ン
タ
ン
申
告

　

e
‐
T
a
x（
イ
ー
タ
ッ
ク
ス
）を
ご

利
用
い
た
だ
く
と
、
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
作
成
し
た
申
告
書
デ
ー
タ
に

電
子
署
名
を
し
て
、
そ
の
ま
ま
送
信
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

最
高
5
、
0
0
0
円
の
税
額
控
除

　

本
人
の
電
子
証
明
書
を
添
付
し
て
申

告
す
る
と
、
最
高
で
5
、
0
0
0
円
の

税
額
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す

（
平
成
19
・
20
年
分
の
い
ず
れ
か
1
回
）。

申
告
は
早
め
に 

最
寄
り
の
会
場
で

申告はお早めに

所
得
税
の
確
定
申
告
と
市
・
県
民
税
の
申
告

所
得
税
の
確
定
申
告
の
受
け
付
け
が
、
2
月
18
日（
月
）か
ら
3
月
17
日（
月
）ま
で
行
わ
れ
ま

す
。
申
告
会
場
は
3
月
に
な
る
と
大
変
込
み
合
い
ま
す
の
で
、
早
め
に
準
備
を
し
て
、
な
る

べ
く
2
月
中
に
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。
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受付期日 会場 時間

2月18日（月）〜
3月17日（月）

（土・日曜日を除く。た
だし、2月24日（日）と
3月2日（日）は受け付
け）

市役所6階中会議室、
下総・大栄支所2階会
議室（所得税の確定申
告は税務署特設会場
を併せてご利用くだ
さい）

午前9時〜正午
午後1時〜 5時

＊�支所は、地区ごと
に指定された日に
受け付けをお願い
します。

2月26日（火） 保健福祉館

午前9時〜正午
午後1時〜 3時

27日（水） 八生公民館

28日（木） 豊住公民館

29日（金） 久住公民館

3月5日（水） 中郷公民館

6日（木）
三里塚コミュニティ

センター

7日（金） 公津公民館

添
付
書
類
が
提
出
不
要

　

医
療
費
の
領
収
書
や
源
泉
徴
収
票
な

ど
第
三
者
作
成
書
類
の
添
付
が
省
略
で

き
ま
す
。

還
付
金
が
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー

　

還
付
さ
れ
る
ま
で
の
期
間
が
短
縮
さ

れ
ま
す（
通
常
6
週
間
が
3
週
間
程
度

へ
）。

※ 

く
わ
し
く
は
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ（h
ttp://w

w
w
.n
ta.go

.jp

）ま

た
は
成
田
税
務
署（
☎
28
‐
5
1
5 

1
）へ
。

市
・
県
民
税
の
申
告

市
役
所
と
市
内
各
地
区
の
会
場
で

　

市
・
県
民
税
の
申
告
は
、
2
月
1
日

か
ら
受
け
付
け
を
始
め
て
い
ま
す
が
、

18
日（
月
）か
ら
は
市
役
所
は
6
階
の
中

会
議
室
で
、
下
総
・
大
栄
支
所
は
こ
れ

ま
で
と
同
じ
2
階
会
議
室
で
受
け
付
け

を
行
い
ま
す
。

　

各
地
区
で
も
下
記
の
日
程
で
、
受
け

付
け
を
行
い
ま
す
の
で
ご
利
用
く
だ
さ

い
。

　

こ
の
期
間
は
所
得
税
の
確
定
申
告
も

受
け
付
け
し
ま
す
。
成
田
税
務
署
が
開

設
す
る
イ
オ
ン
モ
ー
ル
成
田
内
の「
確

定
申
告
書
作
成
・
相
談
会
場
」（
特
設
会

場
）と
併
せ
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

市・県民税の申告と所得税の確定申告
　

農
業
所
得
や
営
業
所
得
の
あ
る
人

は
、
収
支
内
訳
書
を
必
ず
作
成
し
て
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。

　

た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
人
の
所
得

税
の
確
定
申
告
は
、
成
田
税
務
署
特
設

会
場
で
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

・�

分
離
課
税
と
な
る
譲
渡
所
得
の
あ
る

人
・�

事
業
収
入
、
不
動
産
収
入
が
5
0
0

万
円
以
上
の
人

・
青
色
申
告
を
す
る
人

自
書
作
成
コ
ー
ナ
ー
も 

ご
利
用
く
だ
さ
い

　

市
役
所
や
各
地
区
の
会
場
で
は
、
受

付
で
番
号
札
を
お
渡
し
し
ま
す
。
順
番

が
来
る
ま
で
お
待
ち
く
だ
さ
い
。

　

各
会
場
に
は
申
告
書
の
自
書
作
成

コ
ー
ナ
ー
も
設
け
て
い
ま
す
の
で
ご
利

用
く
だ
さ
い
。

※ 

く
わ
し
く
は
成
田
税
務
署（
☎
28
‐

5
1
5
1
）ま
た
は
市
税
務
課（
☎

20
‐
1
5
1
3
）へ
。

税
制
の
改
正
点
な
ど

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
申
告

　

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
は
、
所
得
税
だ
け

の
制
度
で
し
た
が
、
所
得
税
率
の
改
正

に
よ
り
所
得
税
額
が
減
少
す
る
結
果
、

控
除
額
が
所
得
税
か
ら
控
除
し
き
れ
な

く
な
っ
た
り
、
税
制
改
正
前
よ
り
控
除

し
き
れ
な
い
額
が
大
き
く
な
っ
た
り
す

る
と
い
う
よ
う
な
影
響
が
生
じ
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
既
に
適
用
さ
れ
て
い
る

人
に
は
税
負
担
の
変
動
が
生
じ
な
い
よ

う
、
改
正
前
の
所
得
税
額
に
お
い
て
控

除
で
き
た
額
と
同
等
の
負
担
減
と
す
る

住
民
税
の
減
額
措
置
を
実
施
し
ま
す
。

　

平
成
11
年
か
ら
18
年
ま
で
の
入
居
者

に
つ
い
て
、
今
回
の
改
正
に
よ
る
影
響

額
を
翌
年
度
の
住
民
税
所
得
割
か
ら
控

除
し
ま
す（
20
年
度
か
ら
28
年
度
ま
で

の
適
用
と
な
り
ま
す
）。

　

た
だ
し
、
平
成
20
年
以
降
、
住
民
税

の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
を
受
け
る

た
め
に
は
毎
年
申
告
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

地
震
保
険
料
控
除
の
創
設

　

既
存
の
損
害
保
険
料
控
除
を
見
直

し
、
地
震
保
険
料
控
除
が
創
設
さ
れ
ま

し
た
。

　

地
震
な
ど
の
損
害
で
生
じ
た
損
失
の

額
を
て
ん
補
す
る

保
険
契
約
な
ど
で

所
得
税
で
は
保
険

料
5
万
円
を
限
度

に
、
住
民
税
で
は

保
険
料
の
2
分
の

1（
2
万
5
千
円

を
限
度
）を
総
所

得
金
額
な
ど
か
ら
控
除
す
る
も
の
で

す
。
既
存
の
損
害
保
険
料
控
除
は
原
則

廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
平
成
18
年
12
月
31
日
ま
で

に
契
約
し
た
長
期
損
害
保
険
に
つ
い
て

は
、
従
前
ど
お
り
損
害
保
険
料
控
除
を

適
用
で
き
ま
す（
所
得
税
は
最
大
1
万

5
千
円
、
住
民
税
は
最
大
1
万
円
。
地

震
保
険
料
控
除
と
併
用
す
る
場
合
は
所

得
税
で
は
合
わ
せ
て
最
大
5
万
円
、
住

民
税
で
は
2
万
5
千
円
）。

平
成
19
年
の
所
得
が 

大
幅
に
減
額
と
な
っ
た
人
は

　

平
成
18
年
に
所
得
税
が
掛
か
っ
て
い

て
、
平
成
19
年
に
所
得
が
減
っ
た
こ
と

に
よ
っ
て
所
得
税
が
掛
か
ら
な
く
な
っ

た
人
は
、
申
告
を
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
住
民
税
の
還
付
を
受
け
ら
れ
ま
す
の

で
、
市
税
務
課
へ
減
額
申
告
書
を
提
出

し
て
く
だ
さ
い（
申
告
受
付
期
間
は
7

月
1
日
か
ら
31
日
ま
で
で
す
）。

※ 

く
わ
し
く
は
市
税
務
課（
☎
20
‐
1 

5
1
3
）へ
。
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